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本稿は現行世界各国の憲法上から見た主権の構造を概観したものである。国家人格の本質的・

中核的属性は主権である。それ故に主権の性格によって国家の性格が類別し得るのである。現在

世界に主権国家が百余ヶ国に達したのであるが、本稿においてはそのうちの極く少数のものを選

んで、その主権の性格を考察せんとするものである。本稿は三つの類型、即ち、君主国家におけ

る主権、人民民主主義国家における主権、連邦国家における主権をとりあげて、主権の帰属・主

体・担荷者・行使者、主権作用の行使機関の分立、主権機関の相互関係等について論じたもので

ある。できるだけ現行憲法の条文を基本として、各類型毎にある一ヶ国の憲法を代表としてかか

げ、それを同類型国中の他の国の憲法と比較して．その特質を明らかにせんとするものである。紙

数の関係で簡略化されているが、細部に亘っては、他日の補整に侯って完成してゆきたいと思う。

I　君主国における主権

国家は複合人格であって、人格たるが故に固有の意思を有し、その意思によってそれの目的に

向って活動する永続的な人格である。国家が永続的・恒久的人格である点において、国家は他の

人格と区別される。もちろん国家は国民によって構成されるが（国民は国家構成の基本的要素で

あるが、他に国土・国権等の本質的要素もあって、これらの複合し統一きれた団体が国家である

が）現在の国民のみが国家を構成するのではなく、国民は絶えず新陳代謝するが、国家はそれら

の変遷にもかかわらず常にその人格の同一性を保持して永続する（人口の多い少い、領土の広い

狭い等の変遷を超越して続いてゆく）国家の如き恒久的・永続的人格においてはじめて時間的・

空間的変化を超越してその人格の意思の同一性（持続性）を保持することができるのである。生

死流転常なき自然人、絶えず生滅変転する国家以外の団体人格は意思の同一性を恒久的・永続的

に保持することは不可能である。恒久的人格たる国家においてはじめて意思の同一性を永久的に
1

保持し得る。かく見るときに恒久的・最高独立・絶対の権力たる主権の座（Iocus）即ち主体は

国家人格自体でなければならないのである。国家自体の主権的性質は国家人格の固有の性格であ
（2）

る。しかしながら国家自体は法人格（juristische Person）であって、目に見えない人格（unsi－

chtbare Person）であるから、国家の本雪的・主動的属性であるところの自然人（nattjrIiche

Person）たる国民が国家人格を祖荷して国家の最高意思力たる主権を構成しなければならないの

である。この意味において国民は主権構成者（国家構成者という学者もある）であり、これをま
（4）

た主権の担荷者（または国家担荷者）ともいう。レーム（Rehm）は国家人格（DieStaatspers6－

nJichkejt）の最高意思力を構成する自然人を主権の担荷者（derTr独erderStaatsgwalt）とい

っている。



58 現行世界各国憲法における主権の構造(今井)

国家たる法人格を担荷して国家の意思力を構成する自然人が君主である場合には一般に君主主

樵(la souverainete monarchique)といい、それが統一的国民である場合、これを国民主権

(la souverainetenationale)とよばれる。しかしいかなる国家も本質的には国家人格それ白身

が主権の主体という意味において、 Eg家主権であるが、主権の担荷者が君主であるか、国民全体

であるか、ある階級または団体の者であるかによって国態(Staatsformen)の区別が生ずる。主

権をその本体的・静憩的面より見れば主権は常に眼に見えない人格としての国家に存し、主権を

作用的・動態面より見れば、それは国家を担荷して、国家意思を構成する主権の担荷者に存する

のである。かくの如く本体的主権は常に国家に帰属するものであるから、国家主権であるが、作

用的主権(動態的主権)が何人に帰属するかによって、国愚を分類することができる。主権の本

体はいかなる国家においても(君主国でも民主国でも)国家に存し、主権の担荷者が君主である

か、国民全体であるか等によって国態の差別が生ずるのである。かくて国憩は主権の本体が何人

に存するかによって定まるものでなく、主権作用が統一的に何人によって行われるか、即ち主権

の担荷者が何人であるかによって定まるものであるO美濃部博士が「主権が国民に存するとは、

ただ国民全体が統治権を発動する権能を有するという意味であって、主権の主体は常に国家自体
(5)

である」といわれるのはこの意味においてである。

(1)美濃部達吉　藩法撮要　p. 15以下

同　上　　日本国憲法原論　p.25以下

(2) Jellinek ; Gesetz und Verordnung, s. 195

(3) Albrecht ; Rezension iiber Maurenbrechers lehrbuchmassige Darstellung, s. 149

(4) Rehm ; Geschichte der Staatsrechtlehre, s. 95

中村弥三次;憲法　　　p. 1721メ、下

同　上　;貸法学提要p.209

(5)美濃部達吾;日本国憲法原論p.114

山崎叉次郎;憲法学p.269以下

拙著;憲法要論p. 50以下

,T　君主国家の憲法上の主権

動的主権即ち統治権が君主に帰属し、君主が主権の担荷者であり、国家の最高・最終意思の決

定者である国家を君主主権国家(君主国憩)ということができる。今これを世界各国の現行憲法

上より見る。

スウェーデン王国憲法第一条「スウェ-デン国は国王が統治する。この国は王位継承法の順序

による世襲君主国とする」(The realm of Sweden shall be governed by a king and shallbe

an hereditary monarch with the order of succession as established by the law of succe-
;o:

ssion)と定め、大日本帝国憲法第-条と全く同一の規定である。また第四条「国王のみがこの

憲法の条規により王国を統治する。但し国王は以下特に掲げる場合には国務院の報告及び勧告を

求めなければならないo匡圧は生来のスウェーデン臣民で純粋福音の信仰者であり、達練堪能で

令名ある尊敬に価する人のうちから国務院議富を任命する」 (The King alone shall govern the

kingdom in accordance with the provisions of this constitution; he shall, however, in the
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cases hereafter specified, ask for the information and advice of a council of state; for

which purpose the King shall summon and appoint capable, experienced, honorable and

generally respected native Swedish citizens who belong to the pure evangelical faith.)

以上において知られる如くにスウニ-デン憲法の主権は明治憲法における日本帝国の主権に類
(2)

似している。また同憲法第四条も日本帝国憲法第四条と同様である。

スウェーデンは統治権が国王に帰属する君主主権国家であるO　しかし決して専制君主国家では

なく、国王が憲法の条規によって統治権を行う立憲君主国家であるO　しかも国王は国務院(内閣)

の助言(information and advice)によって国政を行うのであるOかかる国王を特に国務院内の

国王(the King in council)というO　この点では英国の国王に類似する0第五条「国王の政府

の機関として各省を設置する。その数(現在八名)は国王及び国会の制定する法律で定める。国

王は国務院議官のうちから各省の長官及び代理者を選任する」 For the various branches of the

government of the kingdom there shall be departments of state in the number determined

by law enacted by the King and Riksdag (Parliament) jointly. For each department the

King shall select a Head and representative from among the members of the council of

state.同第六条「国王は国務院議官の一人を内閣総理大臣及び国務院議官の首席として任命す

る」 The King shall appoint one member of the council of state as prime minister and

principal member of the council.第七条「政府の一切の議案は統帥権を除き国務院内の国王

に提出して国務院で決定する」 All the businesses of the government except those mentioned

in article 15, shall be submitted to the King in council of state and be decided there.

かくして国王は国務大臣を任命し、内閣を構成し、一切の政務を決議に基いて行うのである。内
(3)

閣は国王に助言(information and advice)を与える国王の輔弼機関である。

同第五五条「国会の両議院または国会の委員会はいづれも国王の面前で審議しまたは決定する

ことはできない　Neither the Riksdag, its chambers, nor any of its committees shall

deliberate or decide upon any matter in the presence of the King.第五六条「国王の提出

する法案及び議員の提出する法案の噸序については国会法の定めるところによる」第六二条「国

会は行政上必要な金額を審議した後、この必要に応ずる歳出を決議し、各支出についてそれぞれ

使途を定め　予算案中の特定な項目として承認しなければならない」かくて、法律の制定及び予

算の議定は国会において行われ,国務院内の国王が議案の提出者となっているO　もちろん国王は国

会の同意なくして立法権を行使し、予算を決定することができない。かくて国会は国王の立法権
Bb‖g

及び予算編成権の協賛機関(制限機関)であるO　この点も大日本帝国憲法に類似しているo

更に第十七条「国王の司法官は国王が任命する。少くとも十二人の法律上の学識経験者を有す

る名誉ある者に委任する。この者が、司法上の職権を行うには法律に定めた資格を有しなければ

ならない。この者は裁判官と称し、国王の最高裁判所を構成する」 The judicial power of the

King shall be vested in at least twelve men learned in the law, who shall be appointed

by him; they must have the conditions required by law for the exercise of judicial

functions. They shall be called councillors of justice and sha_ll constitute the Supreme
!5〕

Courtof the King.かくて裁判所は国王の司法権を国王の名において行う国王の代表機関であ、るO

以上の如く立法・行政・司法の主権作用の三権はそれぞれ国王の別個の機関に分掌されている

が、国王の国務(state affairs)の機関として国王によって絵据きれているO　この点に関してわ

が明治憲法における天皇の地位と全く同様であるO即ちスウェ-デン王国は君主国態であり立憲
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(6)

(制限)君主改題である。

スウェーデンと同様なものにノルウェイ王国があるO同国憲法第三条「行政権は国王に属す

る」 The executive power shall be vested in theKing同第十二条「国王は自らノルウsイ

の政府を選任するO政府の閣員は年令三十才以下の者であってはならない。政府は一人の総理大

臣及び少くとも七人の他の閣僚でこれを構成する」第五条「国王の身体は神聖なるものとする。

責任は国王の政府に帰するものとする」 The King's person shallbe sacred. The responsibility

shall rest upon his council.かくの如く国王は行政権を内閣の輔弼と責任において親裁するの

であるが、スウェーデン王国と異るところは、人民が立法権を行使するという点であるO即ち第

四九条「人民は上院及び下院の二部から成るところの国会を通じて立法権を行使する」 The

people shall exercise the legislative power through the Storthing, which shall consist of

two divisions, aLagthing and an Odelsthing.国会の主たる任務は法律の制定、予算の議定で

ある.,第七条に「次の事項は国会に属するO伸法律を制定し及び廃止すること回国の経費を支弁

するに必要な金額を議決すること」しかし形式上は国王の裁可がなければ国会を通過した法律案

も法律とはならないので、形式的には国王が最後の決定権を有するのであるO即ち第七条「下院

を通過した法律案は上院または国会の合同会議がこれを可決したときは、その裁可を与えられた

い旨を奏請して、これを国王に奏上する」第七八条「国王が法律案を裁可LT=ときは国王はそれ

に署名し、これによって法律案は法律となる。国王が法律案を裁可しないときは、国王は現在法

律案を裁可することを適当と認めない旨の宣言を附してこれを下院に還付する。この場合には集

合した国会はこの法律案を再び国王に奏上することができない」

以上の如くに人民の立法権の行使権としての国王の裁可権及び拒否権を認め、国王と人民とが

共同で法の制定が行われるのであるO即ち人民の立法権の行使についての国王の関与という形で

立法権が行われているのがその特色である。かくてノルウェイ王国も統治権は国王によって総擁

され、その行使は内閣(Stateroad)　国会(Storthing)　司法裁判所(Rigsrat)に分掌きれて

いて、憲法の条規にしたがって行われているO　しかし国王の権力の制限はスウェ-デンよりも強
(7)

いのである。

以上のスカンヂナヴィヤ王国に類似するものにデンマ-ク王国がある。同憲法第三条「立法権

は王及び国会に共同的に授権されるO行政権は王に授権されるO司法権は諸司法裁判所に授権き

れる」 The legislative power is exercised by the King and the Rigsdag concurrently. The

executive power resides in the King. The judicial power is exercised by the courts.こ

れによって三権分立を明示しているO　国王の完全権は行政権のみであるO行政権については憲法

的制限の下に最高の権限を有する。第十二条「国王はこの憲法の制限の下に王国の国務のすべて

(行政権のことを指す)について最高の権限を有し、これを大臣を通じて行使する」 The supreme

蝣authority in all national affairs is vested in the King subject to the restrictions imposed

by this constitution, and he exercises it through his ministers.第十三条「国王は行為につ

いて責任を負わず、その一身は神聖とするO大臣は統治の実施について責任を負う」第十四条

「国王は首相その他の大臣を任命し且つ免ずる。国王は大臣の数及び大臣の問における職務の酉己

分を決定するO立法または統治に関する意思決定に附する王の署名は、その意思決定に効力を与

えるO意思決定に署名した大臣は、その意思決定について責任を負う」即ち国王は内閣(themi-

nistry)の輔弼と責任において行政権を行使するO　内閣は王の任命する大臣を以て組織きれてい

る。行政についての最終の決定権は王の署名によって行使される。
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また立法についても最後の決定権は国王の署名によって行われるO　国会は国王と同様に国の最

高機関として不可侵である。第三四条「国会は不可侵とする」 The Rigsdag is inviolable.第

四一条二項「国会で可決された法律案は国IBt提出され、その署名によって確定する」第四二条

国会の可決した法律案は三十日以内に裁可をうければ法律となる。王は制定法の公布を命じ、そ

れが実施されるように措置しなければならない」

王国の司法権は司法裁判所に属する。王国の最高裁判権は王国の最高法院(The High Court

>f the Realm)にある。司法権は司法裁判所の名において裁判するのであって、国王の代表授権

の機関ではないO　それ故にデンマ-ク王国においては国王はすべての統治権の作用の総撹者であ

るのではなく、行政権の全部と立法権の一部を担当するのである。これは不完全なる君主主権国

態であるO　また国王の統治権の行使を大巾に制限しているので強度の制限君主政態であるという
(8)

ことができる。

次にオランダ王国について見るに憲法第五五条「国王は不可侵とするO大臣が責任を負う」

Le roi est inviolable, les ministres sont responsibles.第五六条「行政権は国王に属する」

Le pouvoir executif appartient au roi.第五七条「国王は一般行政を定める」 Le roi edicte

des reglements generaux d'administration.第七六条「国王は参事院の議長となり、その構成

員を任命する」第七七条「国王は諮問を必要と考えた凡ての事項につき参事院に諮問する。国王

のみが決定し、国王はすべてその決定を参事院に通知する」 Le roiseul d色cide, et donne chaque

fois connaissance au conseil d'宜tat de la decision qu'il a prise.第七九条「国王は各省を

設置するO　国王は各省大臣を任命し、且つ任意に罷免することができるL.各省大臣は行政につい

て国王を輔粥しその責に任する。各大臣の責任は法律により定める。国王の詔書及び決定には凡

て各省長官(大臣)の一人または数人が副署する」

立法権の行使はデンマ-ク王国と同様に王と国会との共同行使になっている0第一一二条「立

法権は王及び国会でこれを行使する」 Le pouvoir 16gislatif est exerce en commun par le roi

;t les　丘tats-Generaux.第一一三条「王は法律案及びその他の議案を第二院(下院)に提出す

る」第一二三条「王は国会に対し、国会の可決した法案の諾否を速かに通知する」第一二四条

「国会により可決され、王の認可を得た法律案は法律となり、王により公布される」かくて国会

は王の立法についての協力者であって、最後の決定権は国王に存する,,
(9)

司法権はわが明治憲法における如く、国王の名において行使されるO即ち第一五六条「司法権

は王国の全土を通じ王の名においてこれを行う」 partout dans le rogaume, la justice est

rendueaunomduroi.それ故に司法官は王により任命されるのであるO第一六九条「最高の司

法裁判所の構成員は国王が法律の規定に従って任命する」第一七三条「司法官は王により任命さ
(10)

れる」わが明治憲法と異り、裁判官の独立についての規定を欠いている。第一六二条「司法権は
(ll)

唯法律により任命される裁判官によってのみ行使される」

以上の如くにしてすべての統治権の作用は国王によって統一的に総捜され主権の担荷者は国王

であるO　それ故にオランダ王国は君主国鮭であり、統治権は夫々別個の機関によって行われ、そ

れらの機関によって国王の統治権の行使が制限されているから、立憲君主(制限君主)政態であ

/^l

前述の北欧の諸君主国と異って特異な国態を有する君主国はベルギ-王国であるO同国憲法第

二五条「すべての権力は国民に由来する。権力はこの憲法の定めた方法によってこれを行う」
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Tous les pouvoirs emanent de la nation.即ちベルギ-国の主権の担荷者は国民全体であって、

国民全体がすべての国家権力の源泉であるOベルギ-国は君主を有する民主国態の国家であるO
(】2)

この点において日本国と同様である。

立法権は英国と同様に国王と代議院と元老院によって共同して行使される。第二六条「立法権

は国王・代議院・元老院が共同してこれを行う」 Le pouvoir legislatif s'exerce collectivement

par le Roi, la chambre des Representants et le Senat.第二七条「立法権の三部門はいづれ

も法律の発案権を有する」両院において可決した法律は国王が裁可しなければ成立しないのであ

るが、ベルギーではオランダの如く国王の拒否権が規定されていないので、明治憲法の天皇や英

国の国王の如く、国会で可決された法律を有効ならしめるための形式権が国王に帰属するのであ

る0第六九条「国王は法律を裁可し、これを公布する」O行政権は他の君主国と同様に国王に属す

る0第二九条「行政権はこの憲法の規定するところに従い、国王に属する」 Au Roi appartient

le pouvoir executif, tel qu'il est regl芭par la constitution.国王が行政権を行うに当っては国

王の大臣の柿酢こよるのであって、国王の行政上の責任は大臣が負うのである。第六九条「国王

はその大臣を任免する」第六三条「国王の一身は侵すことができない。国王の大臣が責任を負

う」第六四条「すべて国王の詔勅は責任ある大臣の副署がなければ効力を有しない。大臣は副署

の故にのみその責任を負う」各大臣は内閣を細織し、その合同会議によって国王を輔粛し、その

責に任ずるのである。第七九条「国王の憲法上の権音別まベルギ-国民の名で内閣大臣の合同会議

の輪郵とその責任の下に行われる」 les pouvoirs constitutionneis du Rois ont exerces, au

nom du peuple beige par les ministres reunis en conseil, et sous leur responsibilite.即ち

国王の行政権は立憲の本義に従って内閣の連帯責任によって輔佐され、制限されているO

また司法権は裁判所が国王の名において行うのである。わが明法憲法五七条・オランダ憲法一

五六条と同様に裁判所は国王の司法についての代表機関である。第三〇条「司法権は法院及び裁

判所がこれを行う。すべて裁判は国王の名でこれを行う」 Le pouvoir judiciaire est 6xerc色par

les cours et tribunaux. Les arrets et jugements sont executes au nom duRoi.それ故に

裁判官の任命は国王が直接に行うのである。第一九九条「治安判事及び裁判所の判事は国王が直

接にこれを任命する」第百条「裁判官は終身官として任命きれるo裁判IEtは判決によらなければ

免職きれることがない」即ち裁判官の身分保障により司法権の独立を期している。

以上の如くベルギー王国は国民全体を以て主権の担荷者と定め、国王以下の国家の機関は国民

の委任に基いて統治権の行使を担当しているのであるO　ベルギ-王国は民主国鮭であるO　国王は

形式上は国民より委任されたすべての統治権を総撹するのであるが、その権限は委任されたもの

のみに限られ、それ以外のものを行うことができない0第七八条「国王はこの憲法及び憲法にも

とづいて制定される特別の法律が明文を以て凪与する権能のみを有する」国王は国民からの委任
(12

さたれ権限を行使する権能を有するのみであるO　それ故にベルギ-国は立憲政態(制限君主政態)

である。

(1)大日本橋国憲法第1粂「大日本帝国-万世一系ノ天皇之ヲ統治ス」

(2)大日本籍国憲法第4条「天皇-国ノ元首ニシテ統治権ヲ総壇シ此ノ憲法ノ条規ニヨ1)之ヲ行フ」

(3)大E]本帝国憲法第55免「国務各大臣-天皇ヲ輔弼シ其ノ責二任ズ」

(4)大日本帝国憲法第5条「天皇-靖国議会ノ協賛ヲ以テ立法権ヲ行フ」第37条「凡テ法律-寵国威会ノ

協賛ヲ経ルヲ要ス」第38条「両議院-政府ノ提出スル法律案ヲ;義沃シ及各々法律案ヲ提出スルコトヲ得」
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第64条第1項「国家ノ歳出歳入-毎年予算ヲ以チ栢国議会ノ協賛ヲ経-シ」

(5)大日本靖国憲法第57条「司法権-天皇ノ名二於テ法律二依り裁判所之ヲ行フ」第58条「裁判官-法律

二定メタル資格ヲ具フル者ヲ以テ之二任ス」

(6) The Constitution of Sweden (Document published by The Royal Munistry for Foreign Affairs

New Series 1, 4) Stockholm, 1954.

Baile Atha Cliath, Select Constitutions of the World, pp. 552.

(7) A. M. Peaslee, Constitutions of Nations, Vol.丑, 1950.

Baile Atha Clia血, op. cit. pp. 521.

(8) The Constitution of the Kingdom of Denmark, published by the Royal Government, 1953.

Baile Atha Cliath, op. cit. pp. 297.

(9)(10)大日本帝国違法第57条「司法権-天皇ノ名二於テ法律二依1)裁判所之ヲ行フD

(ll) Mirkine-Guetzevitch, Les Constitutions europeennes, pp. 578, 1951.

(12)日本国責法前文「主権が国裏に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は国覚の蔵

前なる信託によるものであって、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、

その福利は国民がこれを享受する」第1条「天皇は日本国の象徴でありE]本国民統合の象徴であって、

この地位は、主権の存する日本国民の経意に基く」

(12)清嘗四郎ベルギ-憲法

Mirkine-Guetz芭fitch, Les Constitutions euopeennes. tome I , pp. 336. 1951.

Baile Atha Cliath, op.cit. pp. 497.

A. M. Peaslee, Constitutions of Nations. Vol. I , PP. 150. 1950.
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∬　人民民主国家における主権

東欧の諸国、中共.北朝鮮等の人民民主義共和国の憲法はいづれも、ブルジョアの権力を排除

し、労働者階級を中心とする勤労者の掌中に国家権力を集中している。人民民主主義国家の憲法
(1)

においては一切の権力は勤労人民に発し、勤労人民に属する.J人民によって選挙せられる代議機

関・地方国家機関から最高国家機関にいたるまでの代議機関を通じて、人民の権力を実現する,)
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朝鮮人民民主主義共和国憲法においては、とくに地方主権機関たる人民委員会を基礎として主権
(2)

が行使されることを規定しているO人民が国家統治にたいする指導力で、ブルジョア諸国とちが

って人民民主主義諸国においては、人民は種々な社会団体を通じて重要な諸法律、国家の諸施策

の起案・企画管理と実施とに参加しつつ人民主権を行使する。
(3)

人民議会は立法機関であるばかりでなく、全権力をもつ国家の薪高権力機関である。その他の

全ての権力機関と国家行政機関は人民会議から全権をうけ、人民議会に対して責任を負い、報告
(4)

の義務があり、しかし彼等はいつでも人民により召還・更迭される。最高機関の代議員は立法に

携わるだけではなく、採択された法律の実施を保証し監督する。

また地方国家権力機関は、下からの民主主義である人民民主主義においては、主権行使の基礎
(5)

である。朝鮮人民民主主義国家の憲法は最もこの点を明白に規定している。この地方権力機関が

真の人民代議制の集中的な典型であって権限内において全権をもっている。地方国家権力機関は

選挙人によって直接選挙きれ、選挙人に対して責任をもち、かれらに報告する義務があり、かれ

らによって罷免されるU　これらの諸機関は地方の経済・文化の建設を指導し、国民経済計画及び

国家予算の範囲内で地方経済計画と計算を作成し、それらの実行を指導するO勤労者は労働組合

等の大衆組織を通じて、地方国家権力機関の活動に参加するO人民委員会のTに、勤働者の代表

からなる常任委員会がつくられている。常任委員会は人民委員会の諸決定の実現に協力する。地

方権力機関は上級機関に責任をもちそれらの指示を遂行する義務があるO

人民共和国における元首は人民の代議機関によって選出される合議制の人民会議幹部会で、最

高代議機関によって選出される大統領であるO

人民民主主義共和国においては、政府は最高代議機関に責任をもち、報告の義務を負う。人民

議会が政府を組成するばかりではなく、人民議会幹部会をもつ点に特色を有する。この幹部会は、

立法・行政・司法の権能をも有するのである。例へば、人民議会を召集するO人民議会の選挙を

指定する,j採択された法律を公布し、拘束的な法律の解釈を与えるO布令を発するO恩赦権を行

う。外的に国家を代表するO外国-派遣の大公使・領事を任命する,)国際条約の批准及び廃止を

なす。戦争状態の宣言をなすO人民議会の会期と会期との間においで首相の提案によって個々の
(6)

政府貝を任免する。

(1)ブルガリア憲法第1条

(2)朝鮮人民民主主養共和国審決第2条

(3)プルガl)ア憲法第15条、東独憲法第50条

(4)ユーゴ-・スラヴィア藩法第7条第2項

サ.->l COiW: 、hl尺r-.i-㌻!tf.!'-n一法i;¥."> '-'yyご蝣a

(6)ブルガリア賓法第35条
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Ⅳ　朝鮮民主主義人民共和国における主権

(1)

憲法第二条に「朝鮮民主主義人民共和国の主権は人民に存す」と定め主権が人民(労働者・農

民・インテリゲンチャ)に帰属し、人民が主権の担荷者であることを宣言している。更に第二莱
(2)

第二項に「主権は人民の最高主権機関である最高人民会議がこれを行使する」と定め主権の担荷

者である人民全体の主権(動的主権)の最高の行使機関は北鮮の国会である最高人民会議である

ことを表明している.,日本国憲法第四十一条の「国会は国権の最高機関である」ということは動

的主権の最高行使機関が国会であることを意味するのと同じである。

同国憲法第三十二条に「最高人民会議は朝鮮民主主義人民共和国の最高主権機関である」とあ

り、最高主権機関とは動的主権の最高の行使機関であるO動的主権の最高行使機関とは日本国憲

法に言うところの国権の最高機関を意味する。同第三十三条に「立法権は最高人民会議のみがこ

れを行使する」とあるO　これは日本国憲法第四十一条の「国会は国の唯一の立法機関である」と

いうのと同意である。立法権を行使するのは国会のみであって、たとえ委任命令・執行命令等の

委任立法は他の機関によって行われるが、独立命令の制定を他の機関に禁止するものであるo
M

更に第五十二条に「内閣は国家主権の最高執行機関である」とあるO内閣は人民の最高主権機

関である最高人民会議の制定した法律及びその決定を執行する最高の執行機関であることをいう。

国家主権が国会によって行使され、更にそれが内閣によって執行されるのである。また第六十条

に「内閣は自己の事業活動について最高人民会議に服従し、責任を負う」とあり、内閣が国会の

制定法及びその決定の執行については国会の監督に服し、その不信任によって辞任することを表

わしている。これについては第三十七条第四項「最高人民会議は内閣を組織す」によって国会が

内閣の閣僚の任免権を有することが明示されているO

司法権については第八十二条に「裁判は最高裁判所、遺・市・郡裁判所及び特別裁判所におい
(5)

てこれを行うJ　とあり、司法権は裁判所に属し、最高裁判所が終審の判決機関であるO即ち第八

十九条「最高裁判所は朝鮮民主主義人民共和国の最高裁判機関であるO最高裁判所はすべての裁

判業務を監督する」とある。第八十三条「最高裁判所は最高人民会議で選挙きれる。判事の解任
t>

はこれを選挙した機関の召還によってのみ行うことができる」と定Zi)るO最高裁判所の裁判官の

任免は国会の権限である.3第八十二条第二項に「判決は朝鮮民主主義人民共和国の名において、

これを宣告し、執行する」とあって、裁判官は主権(静的主権・主権本体)の帰属者である国家

人格の代表者として判決を行うものであるO

次に国会の権限について「最高人民会議は国家最高権力(動的主権)を行使する」但し憲法に
(7)

よって最高人民会議常任委員会及び内閣に斌与した権限はこれを除外する」とあり、国会の主権

の行使権の限界を定めている。
(81

第六十三条「省は国家主権の部門的執行機関である」とあり、各省は内閣の管理の下に、内閣
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の事務の一部を分担する動的主権(この場合は行政権)の部門的執行機関である。また第六十八

条に「遺・市・君臣面・里における国家主権の地万機軌まそれぞれの人民委員会(議会)である」

とあり、遺・市・郡・面・里の議会にも国家主権を行使する権限が与えられている。地方主権機

関とは国家主権を行使する各地方公共団体における議会を指しているO　これらの地方主権機関で

ある地方公共団体の議会が最高人民会議(最高主権行使機関)の主権の行使に協力する。即ち第

二条第二項に「主権は人民の鼻高機関である最高人民会議が、地方主権機関である人民委員会の

協力を以てこれを行使する」第七十条「各級人民委員会は憲法・法律・政令並びに内閣の決定及

び指示に基いて白己の事業を執行する」第七十一条「道人民委員会は内閣に、市叉は郡人民委員

会は道人民委員会に、両人民委員会は郡人民委員会に、里人民委員会は面人民委員会に服従す
CM

る」と定め、地方公共団体の議会(各級人民委員会常任委員会)が執行機関として、上級の同系

統の機関の指導と指示に服従することは、ソヴェ-ト制度の特色であるO

更に最高主権機関として、憲法改正権力の所在について、第百四条に「民主主義人民共和国憲

法の修正は最高人民会議においてのみこれを行うことができる。憲法の修正は、最高人民会議

(一院制、二百十五名)の代議員の三分の二以上が出席し、その三分の二以上の賛成がなければ、
in

これを行うことができない」と定め、憲法改正権力(最高主権行使権力)を国会の専権としてい

る。ここにも国会が人民の最高主権機関であるとの意味がある.,この点について日本国憲法が第

九十六条において、憲法の改正は各議院の総議員の三分の二以上の賛成で国会が発議権(提案権)

のみを有し、これに対して国民投票において、過半数の賛成を必要とするとして、国民の承認権

(決定権)を定め、国民に賓法改正権力を認めているのとは異っているO　この点正っいて北鮮の

人民の最高主権機関としての国会の権限は、日本国の国権の最高機関としての国会に優越するも

のであり、日本の国民主権カは北鮮の人民主権力に優るものであるO

(1)ソ同盟欝法第3条「ソ間軌こおける全権力(Bc只BjiaCTb all power)は勤労者代議員ソヴェ-トによ

って代表せられる勤労者(TpyA只uH員e只workingpeople)に属する」勤労者とは労働者・農民・イソテ

l)ゲソチヤであって、いわゆる社会主萎国家における人民である。即ち資本主義国家における国民のう

ちには勤労者でないものもあるが、かかる非勤労者には国家権力たる主権は帰属しないのであるo　全権

力とは主権作用たる立法樺・行政権・司法権等を綜合的に統合した名称であって統治権(sovereign power)

と同意である。

ブノLガリア人民共和国憲法第2条「ブルガリア人民共和国においてはすべての極力(all power)は人

民(the people)から発し、人民に桶属す」 --ゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国憲法第6条も全く同一で

あるo　チエッコスpヴァキア共和国憲法第1条第2項「人民(the people)は国家の全権力(allpower)

の唯一の源泉(the sole source)である」この場合の人民については、統一的人民(全人民統一体)を

考えないで(襲合名詞とせず)個別人民(人民各個人)を考えている(群賃名詞的に用いている)これ

は社会主蓑的国家は具体的な主権行使者を考えているからである。　ルーマニア人民共和同素法第4条

「ル-マニア人民共和国において、権力(power)は勤労者(the working people)に属する」これと

全く同一なるものはポ-ランド人民共和国蕎法第2条であるo　アルノミニア人民共和国寿法第1条「国の

すべての極力(tout le pouvoir)は人民(le peuple)より発し、人民に属する」と定め、ブルガリア

人民共和国若法と全く同一である。 -ソガ1)ア人民共和国惹法第2条第2項「すべての権力(all power)

は勤靭者(the working people)に属す」と定めている。ドイツ民主主養共和国賓法第3条「すべて

の国家権力(alle Staatsgewalt)は人民から由来す(geKt vora Volke aus)この場合に人民は統一的

人民(全人民統一体)を考えているo　国家権力はすべての主権作用を統一的に見ている。ここにドイツ
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的な論理的考察がうかがわれる。中華人民共和国憲法第2条「中華人民共和国的一切極力属於人民」と

定め、人民は工人・幾民・愛国知識分子・小資産家・民族資本家・華僑とし、反革命分子・官僚資本家

・買弁資本家を人民のうちより除外している(鳳恩束の葦商報)

(2)ソ同盟薗法第30条「ソ同盟の国家権力の最高機関(BblCLUHM opraHOM the highest organ of state

power)はソ同盟最高会議である」と定め、国家権力†こる動的主権の最高行使機関が国会であることを

定めている.ブルガリア人民共和国蕎法第15条「人民会読は国家権力の最高機関である」ユ-ゴ-スラ

ヴィヤ連邦人民共和国憲法第50条「人民議会は3--ブースラヴィiT連邦人民共和国の国家権力の最高機

関であり、ユーゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国に属するすべての権利(tous lesdroits)を、賓法によっ

て他の国家の権力放関及び行政機関に附与されていない限り、行使する(exerce)」ル-マニア人民共和

国国家権力の最高機関はル-マニア人民共和国の人民大会(Grand National Asssembly)であるO　ポ

ーランド人民共和国憲法第15条、アルノミニア人民共和国憲法第37条、 -ソガl)ア人民共和国憲法第10条

にも同様の規定がある。中華人民共和国憲法第21条「F匪撃人民共和国全国人民代表大会是最高国家権力

機関」ドイツ民主主事共和国青法第50条「共和国の最高機関(Hochstes Organ der Republik)は人

民議会(die Volkskammer)であると定め、国会が国家の最高機関として、国家権力行使の最高機関と

していないところに特色があるO　しかし明治寮法において天皇が国家の最高機関であると美濃部博士が

云われたが、人民議会は国家最高機関である。勿論主権の担荷者は国民であるが、人民議会は国民の信

託によって国家権力を行使する最高の機関であるo　この点において天皇が主権の担荷者であり、国家権

力行使の最高機関であったのと少し差異がある。東独における主権の担荷者は人民(das Volk)であっ

て、人民読会は主権作用の最高行使機関であるo

(3)ソ同盟替法第32条「ソ同盟の立法棒は最高会読によってのみ行使される」同様の規定はブルガリア人

民共和国葬怯第16条、 --ゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国憲法第51条、アルノ-'tニア人民共和国番法第39

条、中華人民共和国憲法第22条「全国人民代表大会是行使国家立法権的唯一機関」ルーマニア人民共和

.国憲法第23条にある。

(4)ブルガリア人民共和国憲法第38条「政府(government)即ち閣僚会議(council of ministers)が国

家の最高の執行及び行政機関(the supreme executive and administrative organ of the state)であ

る」執行権には政治的な性質をもつ執行作用である軍事・外交等を意味し、行政権は接衝的な行政作用

を意味するO　ソ同盟音法第64条「ソ同盟の国家樟力(state power)の最高の執行及び行政機軌まソ同盟

閣僚会議である」とあり、国家の最高執行及び行政機関とせず、国家権力の最高執行及び行政機関として

いる。同様の規定は--ブースラヴィヤ連邦人民共和国憲法第96条、ポ-ランド人民共和国憲法第30条、

アルパエア人民共和国憲法第57条にある0　-ソガl)ア人民共和国憲法第22条は「国の行政の最高機関(the

highest organ of state administration)は-ソガリア人民共和国の閣僚会議である」として、執行及

び行政の最高機関とはしていないが、行政権のうちには執行権を含んでいるO　狭義の行政権と執行権は

広轟の行政権のうちに含まれる。中華人民共和国憲法第47条「中華人民共和国国務院即中央人民政府是

最高国家樟力機関的執行機関、是国家最高行政機関」と定め、執行磯芦別こついては最高国家権力機関

(全回人民代表大会)の決定に基いて、それを執行する機関であり、国家行政作用の巌高の行使機関で

あることを表わしているOヰ嘆政府発行の英訳にては(The State Council of the People's Republic

of. China, that is, the Central People's Government, is the executive organ of the highest state

authority ; it is the highest administrative organ of state.即ち内閣は琴昼国軍権力の執行機関であ

り、国軍の最高行政機関である。最高国家権力は人民にあるが、これを行使する最高榎田が全国人民代

表大会であり、全由人民代表大会の決定を執行し、また国家の行政権を行使する最高行政機関が内閣で

ある国務院である。

(5) (6)ユーゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国憲法第115免「ニL-ゴースラヴィヤ連邦人民共和国における司

法機矧ま=1-ゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国最高裁判所、共和国及び自治地方(republics and autono-
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mous provinces)の最高裁判所、管区及び区裁判所(departmental and district courts)である」同

第117条「裁判所は人民の名において(in the name of the people)判決を行う」とあって北鮮憲法第82

条の国家の名においてと少しく興る.国家は主権本体の帰属者であり、人民は主権作用の統一的帰属者

であり、主権の担荷者であるO　同様の規定はソ同盟憲法第102条、ル-マニア人民共和国憲法第64条、

ポーラソド人民共和国憲法第46条にある。しかし裁判判決は北肝と同掛こポ-ラソド人民共和国の名に

おいて(in the name of the PolishPeople'sRepublic)とあるO　アルバニア人民共和国憲法第75条も

同様に規定するが、その第3項において裁判判決は人民の名において(au nom dupeuple)とある。ド

イツ民主主薬共和国憲法第126条、中華人民共和国憲法第73条も同様に定める。

(7)プルガ1)ア人民共和国賓法第15条第2項「人民議会は憲法によって他のまたは自己に従属する国家轄

力機関及び国家行政機関の権限(the competence of other and subordinate organs of the state

power and of the state administration)に入らない限り、すべての国家権力(all state power)の保

持者(repository)である。ここにいう保持者とは行使者という意味である。ユ-ゴ-スラヴィヤ賓法

第50条「人民議会は、憲法によって国家権力の他の連邦機関及び国家行政の他の連邦機関に(a Les autres

organes f芭deraux du pouvoir d'Etat et de l'administration d'Etat)に属しない限り、 --ゴース

ラtylィヤ連邦人民共和国に属するすべての権力(tous les droits)を行う」ソ同盟憲法第31条但し書は

最も明瞭に示している。 「ソ同盟最高会議は審法第14条に従ってソ同盟に与えられたすべての権利を行

使する.但し憲法によってソ同盟最高会議に責任を看するソ同盟の諸機関即ちソ同盟最高会議費部会、

ソ同盟閣僚会議及びソ同盟各省の権限に属しないものに限る」これと同様の規定がアルノミニア人民共和

国憲法第38条(L'assembl芭e populaire exerce tous les drムits souveraines c。nf。rmement a la cons-

titution elle-meme laisse a la competence du presidium de l'assemblee populaire ou du

gouvernement)にある。

(8)ソ同盟憲法第57条「同盟共和国の国家権力の最高機関は同盟共和国最高会議である」第89条「自治共

和国の国家権力の最高機関は自治共和国の最高会議である」第94条「地方・州・管区・区・市及び由に

おける国家極力機関(The organs of state authority)は勤働者代議員ソヴェート(the Soviets of

Working People'sDeputies)である。同様の規定が--ゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国憲法第90条、第

107条〔村・町(bourgs)遵村区(arrondissements)TU(villes)市区(rayons de ville)管区(departements

及び区(districts)における国家権力の機関(Les 。rganes du pouvoir d'丘tat)人民委員会(les Comites

Populaires)である〕チILツコスpヴァキア共和国憲法第10条〔市町村・郡及ぴ地石(districts and

regions)においては国家権力(State Power)は人民委員会(National Committees)に附与され行使

される(is vested in andcarried into effect)〕アルノミニア人民共和国憲法第67条、ポーラソド人民共

和国憲法第34条、ル-マニア療法箱51条にある。

(9)プルガ1)ア人民共和国賓法第54条「市及び州の執行機関は彼等を選挙した人民委員会及び国家行政の

上級機関に服従する」同様の規定が中華人民共和国憲法第61条、チエツコスロヴァキア人民共和国憲法

第122条、ユーゴ-スラヴィヤ連邦人民共和国憲法第113条、アルノミニア人民共和国憲法第73条、ルーマ

ニア人民共和国憲法第53条、 -ソガリ-人民共和国憲法第25条にある。

Oo)ソ同盟箇法第146条「ソ同盟憲法の変更はソ同盟最高会議の各院において三分の二を下らない多数で

(by a majority of not less than two-thirds of the votes cast in each of its Chambers)採択せ

られたソ同盟最高会議の決議によってのみ行われるO　この点は日本国惹法第96条の憲法改正における発

議権と同様であるO　北鮮憲法第104条は明治憲法第73条の宥国議会における憲法改正の議決と同様であ

る。即ち同第73条第2項において「驚法ノ条項ヲ改正スル場合二於テ両議院-各々其ノ総員ノ三分ノこ

いIl-.lli雅一・'t・.・ニ#ォ-蝣トバ式事ヲ閃JL'コト⇒'<S- 。 ilirfe涌H'ー蝣:蝣・蝣>ノ∴「!.上/_与t'^iミ;"M二非がし-fVC.il-

ノ議決ヲナスコトヲ得ズ」とある.中華人民共和国憲法第29条は(一院制であるので) 「療法の改正は

全国人民代表大会代表者級数の三分の二の多数(a two-thirds majority votes of all the deputies to the
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National People's Congress,全体代表的三分の二的多数)を以て採択する」ブルガリア人民共和国憲法

第99条第2項「憲法の改正に刻する法律案はこれに対して代議員の総数の三分の二の多数(a majority

of two-thirds of the total number of deputies)によって採択されるOアルバニア人民共和国藩法第

52条第3項「寮法改正増補は議会の総議員の絶対多数(la majorite absolue de tous les membres de

l'assemblee)によって採択されることを要する」として、出席議員でなく総議員ではあるが、過半数の

賛成があれば改正が可能である。

人民民主主義国家においては動的主権は人民に存するのであるが、主権の行使は人民が選挙す

る代表者を通して行使されるのが通例である(,中華人民共和国憲法第二条「人民が権力を行使す

る機関は全国人民代表大会と地方各級人民代表大会である」チエツコスローヴァキア人民共和国

憲法第四条「主権者である人民は、人民によって選挙され、人民によって監督きれ、人民に対し

て責任を負う代表者の機関を通して(through representative bodies which are elected by

the people, controlled by the People and accountable to the People)国家権力を行使する」

アルバニア人民共和国憲法第二条「人民は国家権力の代表機関によって(au mogen des orga-

nes representatifs du pouvoir de l'豆tat)権力を行使する(exerce le pouvoir)」ポーランド人

民共和国憲法第十五条第二項「労働人民の意思の最高発現者である国会(Seym)が人民の主権

作用(the sovereign rights of the nation)を実現する」バンガリア人民共和国憲法第二条第

二項等における如く、主権的人民は、その主権行使機関である国会を通して、主権を行使するの

である。しかしブルガリア憲法第二条第二項「この権力は自由に選挙せられた代表機関を通して

(through freely elected representative organsまたは人民投票によって(through referenda)

行使される」と定め、主権作用が人民によって直接に行使されるべきことを規定するものもある。

以上は社会主義国家における主権が何人に帰属するか(人民全体)また主権がいかにして行使

されるか、主権行使機関としての国会・地方議会、主権執行機関としての内閣.地方行政機関及

びそれら相互の関係、主権行使機関としての国会の権限の制限、主権執行機関としての司法機関、

憲法改正権力者が何人であるか等の点について、現行憲法の規定に基いて概観し、主権の構造を

明らかにせんとしたものである。
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Ⅴ　連邦国家における主権

主権は最高独立なる国家意思形成の権能であるとし、また連邦主権を最高独立なる権能とする

と、支分国の主権は最早最高独立であり得なくなるOかくすれば支分国は主権を有しないことに

なり、支分国は国家ではなくなる。一般に国家なる概念は最高独立なる主権を有することをその

本質的属性とするものであるから、対外的にも対内的にも他者の制肘を受けないことを原則とす

る。それ故に国際人格として承認された国家のみを以て国家とするならば連邦のみが国家であっ

て支分国は国家ではなくなる。しかし若し支分国がなければ連邦は単一国家となり、支分国は地

方自治団体となるO連邦が連邦たる所以は支分国が地方自治団体と異る特質を有するからであるO

支分国が地方自治団体と異る特質が主権的であることである。主権的であるが故に支分国もまた

ある意味において国家であるO支分国のあるものは連邦憲法によって国際法的な権能を有しない

ように制限されている。しかしこの制限は支分国の自己制限であって、支分国に固有なる最高独

立なる主権を自ら制限して連邦に加盟し、自己に固有な主権の一部を制限して、その制限された

主権の部分は加盟国(連邦構成国)の共通の主権としてこれを連邦に委讃したのであるO　それ故

に連邦も各支分国の共通の主権(共有の主権)を行使するのであって、決して単一国家の如く無

制限な主権を行使するものではない　A. B. Cは支文国、Fは連

邦国家、AにおいてはFの制限なく、 Aに固有なる　aなる主権

を行使する　B Cに於ても同様にFの制限なく、それぞれに固有

なるb. Cなる主権を行使するO　この場合に、連邦主権はfである

とともにA.B.Cの共通の主権でもあるO即ちこの場合にAは本

来a+fなる主権を有するのであるが、 fなる共通主権の行使を連

邦Fに委譲したのである。従ってA国は自己に固有なるa主権

のみを行使することになるO　この共通主権の存することが連邦国家

の特色であるO連邦国家(Federal state, Bundesstaat)と似て非

なるものに国家連合(Confederation of states, Staatenbund)があるu国家連合とは若干の主

権国がそれぞれの独立を共同防衛する目的で、相互に条約を締結し、共同管理のための常設機関

を設置し、永続的な団体を組織するとき、これをいうのであるO国家連合はそれ白身の領土及び

人民を有していないから国家ではないのである。しかし加盟国が、この国家連合に一定の権能、

たとえば外交使節の派遣・接受の権能、条約締結・宣戦布告の権能等を附与することができるO
Kg

この点において、国家連合を以て国際法上制限きれたる権利の主体(人格)と認めることができ

るが、国家ということはできない。
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国家連合は国家間の国際条約によって成立したのであるから、自己の自由意思によって脱退も

可能であり、この連合より或る国家を追放することも可能であるO

A.B.C.Dを夫々A.B.C.D国の韻城とする。 a'. b¥　c′.

a/を夫々A B.C.D国の人民とする。連邦FにはA.B.C.D

の共通主権が帰属し、 Fがこの共通主権を行使する。 Fは自己の領

域として　L+b+c+d+fを有し、 fを直轄地とする。 Fはa′+b′

+C′+d′+f′を自己の人民とする., f′は直轄地の人民である.j Fは

A. B. C. D国の共通主権の帰属者である.j Fの人民は連邦主権の

こ担荷者であり、行使者であるO

連邦国家においては連邦それ自身と支分国との問に主権の配分が

なきれなければならないO単一国家においては、国家の委任に基い

て、地方公共団体に或る範囲内において自治が許されているに過ぎないのに反して、連邦国家に

おいては、共通主権作用は連邦に属し、個別主権作用は支分国に帰属している。

主権作用の配分については実質的配分と形式的配分とに区別することができる。実質的の配分

とは統治の目的についての配分であって、外交・軍事・財政・通商・教育等の具体的・実質的の

主権作用の配分であるO形式的配分とは統治権力についての配分であって、ドイツ連邦共和国に

おける如く、 、立法権は連邦に属し、執行権は支分国に属するというが如きである。実質的配分

はアメリカ合衆国、スイス連邦等において行われ、形式的酉己分はドイツ連邦において行われてい

る。

(1) 1815-1848までのスイス連邦、 1805-1813までのライン連盟、 1815-1866までのドイツ連邦、

1776-1787までのアメリカ連邦(13州の独立宣言からアメtjカ合衆国の建設まで)等は国家連合であっ

た。
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Ⅶ　ス　イ　ス　連　邦

連邦国家における主権分配論については種々の観点から考察され得るが、特に連邦と各州との
(1)

潤の主権の限界が第一義的である。連邦主権は連邦国民によって担荷され、連邦議会・連邦内閣

・連邦裁判所によって行使・執行される。また州主権は州人民によって担荷きれ、州議会・州知

事・州裁判所によって行使・執行されている。今連邦国家の代表としてスイス連邦について、主
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権に関係する各条項を引用して、その主権の帰属・分配の構造を探究し、他の連邦国家の類似の

条項と比較して、より一層明確化したいと思う。スイス憲法第一条「現在の同盟によって合同せ

る二十二の主権的州(Sovereigncantons)の国民は合一してスイス連邦を形成する(formto-

gethertheSwissConfederation)」即ち先づ最高・独立なる州主権があり、これが互いにその

一部(共通のもの)を連邦に委譲して連邦主権を創成し、連邦主権として委譲しない部分(固有

の主権)はそのまま自己に留保し、連邦に委譲した部分についてのみ主権によって制限(自律的

制限Selbstbeschrankl軸g)されることになる。即ち同第三条「州はその主権が連邦憲法によっ

て制限せられない限り(sofarastheirsovereigntyisnotlimitedbythefederalconstitu-

tion)主権的であり(aresovereign)且つ連邦権に委ねられていないすべての権利(allthe

rightswhicharenotdelegatedtothefederalpower)を行使するOこれがいわゆる留

保主権(ReservedSovereignty)といわれるものである。これについてアメリカ合衆国憲法修

正第十条「憲法によって合衆国に委任されず(ThepowersnotdelegatedtotheUnitedStates)

また州に対して禁止きれない権利(norprohibitedtothestates)はそれぞれ各州に留保される

(arereservedtothestates)或いは人民に留保きれる(arereservedtothepeople)」とあ

る,,アメリカ合衆国の留保権は各州にあり、また各州の人民にもあるo即ちスイスの留保権が州

主権のみとなっているのであるが、アメリカ合衆国の留保権は州主権のほかに、人民権として人

民の留保権がある。これが人民留保権(retainedright)である。アメリカ合衆国憲法第九条

「憲法中に特定の権利を列挙したことによって人民の保有するその他の権利(othersretainedby

thepeople)を否認または軽視するものと解釈されてはならない」と定めている。

スイス憲法第五条以下に連邦権限を定めているO①州の領土・主権・憲法及び国民の自由と権

利の保障②各州間の同盟及び政治的条約の禁止雀宣戦・講和.同盟・通商条約の締結④外国-罪

隊派遣の禁止⑤公務員の外国政府より年金・俸給・勲章・称号等の特典をうけることの禁止⑥常

備軍保持の禁止⑦各州間の争の裁決,⑤州が外国から脅威を受けた場合の処置⑨州の秩序がおびや

かされた場合の処置⑲各州の軍隊を通過せしめる権利⑪連邦軍隊の指揮・⑫軍隊についての法律の

制定・軍事教育・軍装品の費用の支給⑱連邦の軍事施設等の取得⑪公企業設立・補助・収用⑮食

料政策⑱河川及び森林政策⑰水力利用の監督⑱願行の規制⑲漁業・狩猟の規則⑳麻酔せざる動物

屠殺の禁止㊧鉄道の建設及び経営,⑳教育施設⑳関税の管理⑳関税徴収の原則⑳関税収入の帰属・

州への補償金⑳取引及び営業の自由・その課税蜜,経済生活の規則・取引及び営業の自由の制限⑱、

銀行制度の規制⑳経済恐慌と失業の防止⑳藤潤酒製造の規則・事)特殊飲料物の製造.輸入・貯蔵の

禁止㊥労働者の保護・移民・保険に関する営業の監督㊨疾病傷害保険⑭連邦の労働に関する規制

*M養追年・r圭蝣蝣蝣:蝣('拙いfi一章'蝣if抑:蝣一・蝣1)1&w一再丁華仲・電信し半廿蝣!:!蝣ヽ道出紅f.蝣-、㌫押対日L一雄i_)車、主

びに自転車交通の規制⑲航空に関する立法⑪貨幣鋳造⑫紙幣の発行⑱度量衡の決定㊨火薬類及び

軍需品の製造と販売⑱印紙税の賦課L妙煙草への課税,⑰連邦経費の支弁⑱二重課税の禁止⑲滞在者

の参政権と市民権の規定⑳貧民の他州における病気・死亡の処置,⑭ジェスイット教団の禁止㊥新

たな僧院若しくは宗教上の教団の設立並びに復活の禁止⑳結婚の権利の保護㊨個人の行為能力・

商業並びに動産取引に関する法関係・文学並びに芸術作品の著作・図案並びに模型を含む実用新

案の保護・債権取立並びに破産に関する立法⑮民法上の法律制定⑳刑法上の立法@参政権の喪失

の限界⑱刑事被告人引渡しに関する立汲⑲無国籍人へ公民権の賦与・無国籍の発生防止隼彰人間及

び動物の疾病予防㊨食料品並びに堵好品の販売・生命若しくは健康に害を与える如きその他の日

用品並びに消耗品の販売に関する立法,⑳国境での輸入の監督㊥外国人の入国・出国・,滞在e定住の
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取扱㊨安全を害する外国人の追放等の如く多くの事項が連邦の管掌事項である。即ち　Federal

powerまたはDelegated powerである。その他の事項は各州に留保された留保権限Reserved

power　または　Cantonial power　であるO　しかし連邦と州とが協力して行う権限即ち共同権

(Concurrent power)があり、更に連邦との関係において特に州の権限として明示しているら

のがあるO　これは州の明示権限(Express power)であるO　州の明示権限として、第七条「州は

立法・行政・司法制度について相互に協定を締結する権利を有する」第九条「国家財政及び近隣

との交通・警察の事柄に関して外国との条約を締結する権限が州に留保される」第十条「第九条

に定められた事項については州は外国の下級の官庁並びに官吏と直接に交渉することができる」

第十三条「州武装警官は武器を保持することができる」第十五条「州が外国から突然危険にさら

された場合、他の州の救援を求めることができる。」第十九条「州は法律の制限内で、その領域内

の兵力を指揮する」第二十条「軍制の実施は州の官庁が行う」第二十一条「軍団の編成、士官の

任命・昇級は州が連邦法によって実施する」第二七条「州は連邦監督の下に初等教育を行う」第

二七条の二「初等教育制度の組織・管理監督は州の管轄に属する」第三一条「取引及び営業の実

施並びにその課税についての州の諸規定・州の専売権はこれを州が維持する」第三一条の三「州

はホテル経営の規制をなすことができる」第三二条「連邦規定の執行は州が行う」三二条の四

「州はアルコール性飲料物の営業と小売業との行為を法律により、公共の福祉のため制限するこ

とができる」三二条「州は自由職業を営む資格証明書を賦与する」三五条「州政府は公共の福祉

の制限の下に賭場を許可並びに禁止することができる」六一条「-州の民事裁判判決はスイス全

土において執行することができる」六四条「裁判所の構成・裁判手続・裁判作用は州の権限であ

る」等があるO　また連邦と州と両方の共同権限(Concurrent powers)というべきものがあるO

三四条の四「養老・遺族・廃兵保険の実施は連邦が州と協力して行う。連邦と州の両保険部門は

同時に創設される」第四三条「州民(Kantonsbiirger)はすべてスイス連邦の国民(Bundessta-

atsbiirger, Schweizerbiirger)である」第五〇条「州と連邦とは宗教団体の所属者間の秩序と公

共の平安のため適当な処置をなす」第五三条「市民たる身分の確定と登録とは市民役所(Burge-

rlichen Behorden)がこれを行う。.連邦はこれについて法律で規定を定める」六九条の二「食料品→

噂好品・生命健康に関する日用品に付ての規定の執行は連邦の監督と援助の下に州がこれを行う」

以上の如くに主権の行使は連邦事項・対外事項・州際事項について、他国のそれよりも多く連

邦の権限としている。この点アメリカ合衆国・ソ同盟の連邦権限よりも列挙事項が多方面に亘っ

ている。アメリカ合衆国においては第一条八節に連邦議会の権限として十八項目を列挙して、連

邦権限(Federal power)委任権限(Delegated power)とし、連邦に列挙きれない事項は州の

主権作用・州人民の固有の権力としている.Jその法的根拠は憲法修正第十条に基づくO　これにつ

いて州権主義者のJeffersonは憲法において列挙きれている権限以外のものは委任の外にあるも

のとして連邦の権限を狭く解している。これに対して、 Hamiltonは明文を以て示きれている権

力Expresspowerのほかに黙示的権力があり、また連邦国家として当然認むべき権力(Resulting

power)があるとして、連邦権限を広く解せんとする。 1/かし現代においては国際約・回内的関

係において連邦権限は広く解すべき傾向にあり、また広く解すべきである。アメリカ合衆国憲法

第-条八節十八項に黙示的権限(Implied power)として本憲法により合衆国政府またはその官

庁若しくは官吏に対して付与された他の一切の権限を執行するた糾こ必要にして適当なる法律を

制定する」とある。黙示的権限のほか連邦及び州の両方に並び認められる権限即ち共通管轄権

(Concurrent powers)があるO更に連邦議会に禁止事項が第一条第九節に八項目が列挙されて
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いる。また同第十節に州に対する禁止事項として三項目が挙げられている。

ブラジル連邦憲法第一条第二項「すべて権力は国民に由来し、且つ国民の名において行使され

る(all power emanates from the people and shall be exercised in its name)と定めて、

統一的国民が主権の坦荷者であり、その総意が主権の座として一切の国家活動の源泉であるO　そ

れ故に、立法権も司法権も行政権も、国民に代って、国民の名において行使されるのである。同

第五条に連邦の権限として十五項目を掲げ、立法権として十八項目を定めているO但し各州は連

邦立法中のあるものについては追加的・補足的に州立法をなすことができる。即ちConcurrent
(1)

な立法権を定めている(第六条)同七条には連邦政府の州-の干渉事項七項目を定め、第八条に

おいては連邦法律を以て干渉する場合、第九条は大統領令を以て干渉する場合をあげているO　ま

た第三一条に人民権を規定している。即ち「連邦・州・連邦区及び市町村に対して次の事項をな

すことを禁止する」 The union, the states, the municipalities and the federal district are

forbidden t0--」と定め、五項目を列挙しているO更に第三六条に三権の独立を明示しているO

「連邦の権力は立法権・行政権及び司法権とし、各権力は相互に独立し、且つ調和する」 The

powers of the union are the legislative, the executive and the judicial, independent and

harmonious among themselves.

ドイツ連邦共和国憲法第三二条「外交関係の処理は連邦の事務とする」とある。但し各邦は立

法権の範囲内において連邦政府の同意を得て外Egと条約を締結することができる。 (第三二条第

三項)アメリカ合衆国の各州と異り、スイスの各州の如くに或る種の外交権を各邦に認めている。
(3)

同第七三条に連邦の専属立法事項十一項目をあげている。第七四条においては、連邦と各邦との

競合的立法(Concurrent power)として二+=項目を列挙しているOドイツ連邦共和国の特色と

して連邦法は各邦が固有の事務としてこれを執行する。第八三条「邦はこの基本法が別段の定を

しまたは許容している場合を除き、固有の事務として、連邦法律を執行する」 Die Lander fii-

Tiren die Bundesgestze als eigene Angelegenheit aus, soweit dieses Grundgesetz nichts

anderes uestimmt oberzulaszt.

また第五九条には国家人格の主権的性格を最も顕著に表明し、大統領が外国と条約を締結する

のは国民の名においてではなく国家の名において行うとしている。 「大統領は連邦の名において
(4)

条約を締結する」 Der Bundespr云sident schliesst in Namen des Bundes die Vertrage mit

-ausw云rtigen Staaten.第七五条に連邦が大綱的規定を発する権限を認める項目を掲げているO

またドイツ民主共和国憲法第百十一条「共和国はすべての事項について統一的法律を発するこ

とができる。但し統一的規制の必要がそれによって満されない限り、共和国はその立法に際して

基本方針にとどめておかなければならないO共和国がその立法権を行使しない限り州は立法権を

有する」 (Soweit die Republik von ihrem Recht zur Gesetzgebung keinen Gebrauch macht,

haben die Lander das Recht der Gesetzgebung.)

最後にリビア連合王国の憲法によれば第三六条に「連邦政府は次の事項に関する立法上及び行

政上の権能を行使する」と定め三十九項目をあげている。しかしてこれらの立法の実施に伴う行
(5)

政権は州の権限内にあるものとしている(憲法38条)。この点ドイツ連邦共和国と同様である。

<1)連邦憲法において国民に主権の存することを明瞭に宣言するものはビルマ憲法第3条「連邦

の主権は国民に存するThe sovereignty of the union resides in the people」である。同第4条

「立法・行政・司法の全権は国民に由来し、この憲法によって設立された連邦またはその構成単

位の機関により、その権限にもとづいて、国民に代って行使される　　all powers, legislative
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executive and judicial, are derived from the people and are exercisable on their behalf

by or on the authority of the organs of the union or of its constituent units established

by this Constitution」連邦国民は連邦主権の担荷者であるO主権作用のすべての行使の委任権

は連邦国民より由来し、連邦の行使事項は連邦の機関がこれを行使し、州の行使事項は州の機関

がこれを行使する。連邦及び州の機関がその委任事務を行うのは、連邦事務については連邦国民

の名において、州事務については州人民の名において(on theirl⊃ehalf)これを行うのである。

同様の規定がメキシコ合衆国憲法第39条「国家の主権は本質的且つ本源的に国民に存する。

すべて公権力は国民に発し、国民の利益のために行使される　The national sovereignty is

・ested essentially and originally in the people. All public power emanates from the people

and Is instituted for its benefit」更に同条に「国民は常に自己の政府の形態を変更する不可譲

の権利を有する　The people have at all times the inalienable right to alter or modify the

form of their government」と定め、国民全体の総意によって政態を変革することのできる固

有の権利のあることを宣言している。

(2)メキシコ合衆国憲法第41条「国民は合衆国に関する事項については連邦の権力により、ま

た州の内治に関する事項については州の権力によって、この憲法及び州憲法がそれぞれ定める方

法により、その主権を行使する」 (The people exercise their sovereignty through the fedaral

powers in matters pertaining to the union, and through those of the states in matters

relating to the internal administration of the latter. This power shall be exercised in

the manner respectively established by the federal and state constitutions)

インドネシア連邦共和国憲法第1条第2項「インドネシア連邦共和国の主権は人民に属する

(The sovereignty of the Federal Republic of Indonesia is vested in the people)そして

代議院と共同して政府によって行使される(is exercised by the government together with

the House of Representatives)」また同第35条「国民の意思が公権の基礎である(the will of

the people is the basis of public authority)」と定めて国民の総意に一切の国家権力の基礎

である動的j=権の存在することを明示し、更に国民の総意の表現方法として「国民の意思は普通

平等の選挙、秘密投票の手続きを以て施行する定期の且つ真正なる選挙によって表示される」

(This will is expressed in periodic and genuine elections which are held by universal and

equal suffrage and by secret vote procedure)即ち国民主権の表示は選挙によってなされ

るO　ラスキ-の言をかりると、国民は代議政治においては選挙の瞬間のみ主権者であって、他の

ときは全く被治者である　(Laski, Grammar of Politics p. 86)またダイシーによれば、国

民のうちの選挙人が有する唯一の権利は国議会員を選挙することであって、法律案を発し、また

は議会の立案にかかる法案を裁可し、或いは議会の制定せる法律を廃止する法律上の権能を有し

ない(Dicey, the Law of the Constitution, p. 138)

またドイツ連邦憲法の前文に「各邦のドイツ国民はその憲法制定権力によってドイツ連邦共和

国のこの基本法を制定した　The German in the L云nderhas, by virtue of its constituent

power, enacted this Basic Law of the Federal Republic of Germany」と定め、各邦に居住

するドイツ人の統一体に統一ドイツの憲法制定権力(Gesetzgebungsgewalt)即ち主権が存す

ることを明らかにしているO統一ドイツのうちには東独の各邦のドイツ人も含まれているが、実

際には基本法制定には参加できないので西独各邦のドイツ人の統一体が、東独の各邦に居在して

参加不能なるドイツ人に代って憲法を制定したことをのべている。即ちIt acted also on beha-
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・If of those Germans to whom participation was denied　とある。

更に第20条第2項「すべての国権は国民より発する　all state authority emanates from the

people」国権の行使については、国民自身の選挙権の行使・国民投票または国民の責任によって

国会、内閣、裁判所によって行使されることを定めている。匡l民の委任の形式が選挙きれた者の

任命であるO 「国権は選挙及び投票において、国民により、また立法、執行、司法の機関によっ

て行われる　It shall be exercised by the people in elections and plebiscites and by

means of separate legislative, executive and judicial organs」とあるO

(3)オ-ストラリア連邦憲法第51条「議会はこの憲法に従い、次に掲げる事項につき平和・秩

序及び善良な統治のために法律を制定する権限を有する(shall have power to make laws for

the peace, order and good government of the commonwealth)」として39項目を掲げ、更に

第52条に連邦の専権(exclusive power)として3項目をあげている。州権については第107条

に「すべて州となりまたはなるべき植民地の議会の権限は、この憲法により連邦議会に専属する

権限とされた場合または州議会の権限でないとされた場合を除いては、連邦成立のとき、または

州が承認され若しくは設立されたときにおけると同一のものとして存続する　(Everypowerof

the parliament of a Colony which has become or becomes a state, shall, unless it is by

this constitution exclusively vested in the Parliament of the commonwealth or withdrawn

from the parliament of the state, continue as at the establishment of the commonwealth,

or as at the admission or establishment of the state, as the case may be.)」州の明示権

限(Express power)として第106条以下に12項目が列挙きれている,,また連邦の禁止事項第114

条「連邦は州に所属する財産に課税することができないO第116条「連邦は宗教を創設し、また

は自由な宗教活動を禁止する法律を制定してはならない。またいかなる宗教上の審査も連邦にお

ける公職または公の信託に対する資格として要求してはならないO第100 「連邦は通商に関する

法律または規則により州または住民が管轄または濯涯のために河川を合理的に使用する権利を制

限してはならない」等がある。

ビルマ連邦共和国においては第92条1項「匡卜会は特に州参議会に付与され,る権限を除き連邦の

全部または一部について法律を定める権限を有する」同第2項「各州参議会は州立法事項表に列

挙される事項につき州またはその一部のために法律を定める専管的権限を有する」 (Each State

Council shall have power exclusively to make laws for the state or any part thereof with

respect to any of the matters enumerated in List　丑　of the said schedule (State Legi-

slativeList)同第3項「各州参議会は決議をもってその地域・権限・権利を連邦に委譲すること

ができる　(any State Council may by resolution surrender any of its territories or any

of its powers and rights to the union)と定め、先づ州の専権事項を列挙し、憲法関係4、

経済事項12、保安6、交通4、教育4、公衆保健4、地方行政2、一般4項目を定めているO更

に、連邦議会の一般的(残余的)権限を制限する意味ではなく、その明確性を期待するために明

示的な連邦議会の排他的権限は憲法別表第三第-表(連邦立法事項表)に列挙されている。国防7 、

外交10、交通11、財政15、一般事項40項目に及んでいるOかかる主権の配分は連邦の主権者であ

る統一的国民の主権作用配分の方法として先づ州の専権を定め更に残余の権限を連邦権とし、そ

の連邦権を具体的に列蕃的に掲げている.,主権国民の主権作用の配分は憲法によって定められるO

ビルマ連邦共和国と同様に別表において規定をなすものにインド共和国憲法があるO同第11編第

1章立法権の配分第245条第1項「この憲法の規定の制限内において連邦議会はインドの全部ま
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たは一部に対して法律を制定し、州議会は州の全部または一部に対して法律を制定することがで

きる」同第246条第7附則第1表(連邦管轄事項表)の事項に関して連邦議会は排他的立法権を

有する」 (Parliament has exclusive power to make laws with respect to any of the

matters enumerated in List　¥ in the seventh schedule (the Union List)また、同第3

項「州の議会は第7附則第2表(州管轄事項表)に掲げる事項に関し、州の全部または一部に対し

て排他的立法権を有する」(the Legislature of any state has exclusive power to make laws

for such state or any part thereof with respect to any of the matters enumerated in

List II in the seventh schedule)同第4項「連邦議会は印度の州に含まれない地域においては

州管轄事項表に掲げる事項であると否とにかかわらずすべての事項について立法権を有する。

(Parliament has power to make laws with respect to any matter for any part of the

territory of India not included in Indian States notwithstanding that such matter is a

matter enumerated in the State List)州権と連邦権とを別表によって明示している,,連邦管

轄事項表には97項目、州管轄事項表には66項目が掲げられているO　また連邦と州が共に行い得る

権限即ち　Concurrent powerとして、第246条第2項「連邦議会は第7附則第3表(共通管轄事

項表)に掲げる事項に関して立法権を有するO州の立法府もまた同様とする」 (Parliament and

the Legislature of any state also have power to make laws with respect to any of the

matters enumerated in List ][ in the seventh schedule (Concurrent List)かくして連邦

議会は共通管轄事項及び州管轄事項に掲げていない事項について排他的立法権を有するのであるt>

(Parliament has exclusive power to make any law with respect to any matter not

enumerated in the Concurrent List or State List.)また非常事態の布告施行中において

は国会は州の管轄事項について立法権を有するのである.)即ち第250条第1項連邦議会は非常事

態の布告の施行中は州管轄事項表に掲げるいかなる事項に関しても、インド嶺の全部はまたは一

部に対し立法権を有する　(Parliament shall, while a proclamation of Emergency is in

operation, have power to make laws for the whole or any part of the territory of India

with respect to any of the matters enumerated in the State List.)

(1)ブラジル連邦意法第6条「財政、保険、社会保障、保健、刑務所制霞、生産及び消費、国民教育、憲

法の編成、教練、法務及び保障、動員苦くは戦争、戦時における民事及び軍事教練、捧湾及び沿岸航海

の管理、地下資源、鉱業冶金、水利、電力、森林、狩猟、漁野、摸術及び科学職業並びに自由業に従事

する資格条件、蕃人(forest dwellers)の国家社会への編入。

(2)スイス憲法第9条「国家財政及び近隣との交通及び警察の事柄に関して、外国との条約を締結する権

限が州に留保せられる。しかしかかる条約は連邦並びに他の州の権利と相容れざるものを含んではなら

ない　the cantons retain the right to conclude treaties with foreign states in respect of matters

of public economy and neiborship and police relations ; never血eless, such treaties must noL

contain anything prejudicial to the Confederation or the rights of other cantons.ドイツ民主共

和国憲法第117条「対外関係の処理は共和国の独占的事項とするO　同様の規定はソ同盟憲法第18条にお

いて最も現著に表明されている。 「同盟構成共和国は諸外国と直接的関係に入り、これら諸国と協定を

締結し且つ外交代表及び頒事代表を交換する権限を看する。 」

(3)ドイツ民主共和国憲法第112条には連邦の独占的権能として「対外関係、貿易、関税靭産、商品運輸、

LLj13-:1・`再∴し.1i iiii・i!iへiri弓・甘'>['蝣＼L言、: ・ ::∴数[[-.csに外;蝣'i L　三　-I'一蝣>法　W;.去　'」;・;」蝣;蝣':'fL~.:七'二二弓'.vl". 1

所手続・労働法、交通・郵垣・電信及びラヂオ放送の制度、映画及び新聞、通貨・造幣制産、度量衡、
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社会保障、戦争災害及び占領軍費並びに賠償」をあげている。

(4)ドイツ民主共和国憲法105条第2項においても「大統領は共和国の名において諸外国と条約を締結し

且つそれに署名する」 Der President der Republik schliesst im Namen der Republik Staatsvertrage

mit auswartigen Machten ab und unterzeichnet sie.

(5) Art. 36 「The Federal Government shall exerciseユegislative and executive powers in connection

with the matters shown in the following lsit;」 Art. 38 「The executive power in connection with

the implementation of that legislation shall be within the competence of the provincesj
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Summary

By

Naoshige Imai

This treatise is aimed at the clarifying the structure of sovereign power of several

states' constitutions in the world. But at present there are more than one hundred states

on earth. So it is very hard to explain that of everyone of them. Widely dividing we can

see three groups of states on the globe, that is, they are monarchic state group, federal

state group and socialist (peoples' democratic) state group. At first, as monarchic state

group, I picked up the constitutions of Norway, Sweden, Belgium, Netherlands, Denmark,

The United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland and Japan. Next as federal

state group, I took up The United States of America, Suitzerland, Mexico, Australia and

The Union of the Sovret Socialist Republics. At last, as socialist republic group I dealt

with The Union of Soviet Socialist Republics, The Peoples' Democratic Republic of China,

Yugoslavia, Bulgaria, Czechoslovakia, Albania, Hungry, Poland, Democratic Peoples'

Republic of Korea and so on.

In federal republic, generally speaking, sovereign powers are devided between the fe-

deral republic and its constituent states. That is to say, some items of its sovereign

powers provided by the constitution are vested in the federal republic and the rest

powers in each constituent state, and the people of each state.

In monarchic states, as a rule, all sovereign powers reside with the monarchs. But as

an exception, for example, in Belgium, sovereign powers reside with the people, and

the King and the Diet as the highest organ of the state, jointly exercise legislative power.

Especially in Japan, sovereign powers reside with the people who is soereign and the

Emperor shall perform only such acts in matters of state as are provided for in the

constitution and he shall not have powers related to sovereign powers (legislation,

administration and judicature).

In socialist republics the sovereign powers, without exception, belong to the people, (the

people means proletarian people, working people, namely, workers, peasants and inte-

lligentsias) If there are any men who are not proletaria, they are not the people in

socialistic meaning and so they are not the sovereign people. So that, they are excluded

from the people. But the Diet (the Supreme Soviet of the Union) is the highest organ

of the Union and superior to all state organs, that is, the cabinet and the courts of justice.

So the Diet directs all other state organs (even the cabinet or- the courts of justice)

In this point the socialist republic has a remarkable characteristic.




